
本　　巣　　市

令　和　８　年　度

下　水　道　事　業　会　計　予　算　書





議案第　２８　号

　　（総　則）
第１条　令和８年度本巣市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　　（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　　　（１） 排水戸数 5,639  戸
　　　　　（２） 年間総排水量 2,141,700  ㎥
　　　　　（３） 一日平均排水量 5,868  ㎥
　　　　　（４） 主要な建設改良工事

19,999  千円
143,146  千円

　　（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。

1,211,000  千円
273,199  千円
937,801  千円

1,211,000  千円
1,120,519  千円

77,224  千円
400  千円

12,857  千円

　　　　　 　第３項 特 別 損 失
　　　　　 　第４項 予 備 費

　　　　　 第１款　 下 水 道 事 業 費 用
　　　　　 　第１項 営 業 費 用
　　　　　 　第２項 営 業 外 費 用

　　　　　 　第２項 営 業 外 収 益

　　　　 支　　　　　　　　　出　　　

　　　　 収　　　　　　　　　入　　　
　　　　　 第１款　 下 水 道 事 業 収 益

　　　　　 　第１項 営 業 収 益

令和８年度　 本巣市下水道事業会計予算

管 路 建 設 改 良 費
処 理 場 建 設 改 良 費

－1－



－2－

　　（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　194,981　千円は　過年度分損益勘定留保
　　資金　194,981　千円で補てんするものとする。）。

386,029  千円
20,000  千円

234,558  千円
63,400  千円
68,071  千円

581,010  千円
163,416  千円
417,594  千円

　　（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

利　　　 　　　率

　　（一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、 319,000 　千円と定める。

　　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　　　　（１） 第８条に定める経費を除き、予定支出の各項の経費及び各項の間の経費

建設改良費 63,400千円 証書借入  金及び地方公共団体金融機構資金については、 ものによる。ただし、企業財政その他の都合
 利率の見直しを行った後においては当該見直 により措置期間及び償還期限を短縮し、又は
 し後の利率） 繰上償還することができる。

償 還 の 方 法
５．０％以内 政府資金については、 その融資条件により、

（ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資 銀行その他の場合にはその債権者と協定する

　　　　　 　第２項 企 業 債 償 還 金

起債の目的 限　度　額 起債の方法

　　　　 支　　　　　　　　　出　　　
　　　　　 第１款　 資 本 的 支 出
　　　　　 　第１項 建 設 改 良 費

　　　　　 　第２項 他 会 計 補 助 金
　　　　　 　第３項 企 業 債
　　　　　 　第５項 県 補 助 金

　　　　 収　　　　　　　　　入　　　
　　　　　 第１款　 資 本 的 収 入
　　　　　 　第１項 負 担 金 等



　　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会 

の議決を経なければならない。

　　　　　（１） 職員給与費 47,139 　千円

　　（他会計からの補助金）
第９条　経営健全化のための一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 746,500 千円 である。

　　（たな卸資産購入限度額）
第１０条　たな卸資産購入限度額は、329千円と定める。

　　　　　　　令和８年２月１８日　　　提 　出

本巣市長　　藤　原　　勉

－3－



－4－

（単位：千円）

予　定　額 備            考

1 下水道事業収益 1,211,000

1 営業収益 273,199

1 下水道使用料 272,679 下水道使用料

2 その他営業収益 520 事務手数料、審査手数料等

2 営業外収益 937,801

1 他会計補助金 511,942 一般会計補助金

2 長期前受金戻入 423,505 国県補助金、受益者負担金等減価償却費相当分

3
消費税及び地方消費税

還付金

1 消費税及び地方消費税還付金

4 受取利息及び配当金 1,241 有価証券利息

5 雑収益 1,112 その他雑収益

令和８年度本巣市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目



（単位：千円）

予　定　額 備            考

1 下水道事業費用 1,211,000

1 営業費用 1,120,519

1 管きょ維持管理費 3,356 通信運搬費、修繕料、下水道台帳システム更新委託等

2 処理場維持管理費 431,887 備消品費、光熱水費、修繕料、委託料等

3 総係費 74,298 給料、手当、法定福利費、委託料等

4 減価償却費 604,334 固定資産減価償却費

5 資産減耗費 6,644 固定資産除却費

2 営業外費用 77,224

1 支払利息 41,861 企業債利息

2 消費税及び地方消費税 12,963 消費税及び地方消費税

3 雑支出 22,400 特定収入仮払消費税振替

3 特別損失 400

5 過年度損益修正損 400 過年度損益修正損

4 予備費 12,857

1 予備費 12,857 予備費

支　　　出

款 項 目
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（単位：千円）

予　定　額 備            考

1 資本的収入 386,029

1 負担金等 20,000

1 受益者負担金 20,000 受益者負担金

2 他会計補助金 234,558

1 他会計補助金 234,558 他会計補助金

3 企業債 63,400

1 建設改良債 63,400 下水道債

5 県補助金 68,071

1 県補助金 68,071 県補助金

収　　　入

款 項 目

資本的収入及び支出



（単位：千円）

予　定　額 備            考

1 資本的支出 581,010

1 建設改良費 163,416

1 管路建設改良費 19,999 管渠築造工事

2 処理場建設改良費 143,146 浄化センター実施設計委託、浄化センター更新工事

3 営業設備費 271 新規加入分のメーター

2 企業債償還金 417,594

1 建設企業債元金償還金 417,594 建設企業債元金償還金

款 項 目

支　　　出
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1 業務活動によるキャッシュ・フロ－ 3 財務活動によるキャッシュ・フロ－

当年度純利益 20,398 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 63,400

減価償却費 604,334 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 417,594

長期前受金戻入額 △ 423,505 財務活動によるキャッシュ・フロ－ △ 354,194

受取利息及び受取配当金 △ 1,241

支払利息及び企業債取扱諸費 41,861 資金増加額（又は減少額） 23,573

未収金の増減額（△は増加） △ 769 資金期首残高 507,083

未払金の増減額（△は減少） △ 1,960 資金期末残高 530,656

引当金の増減額（△は減少） △ 1,418

資産減耗費 6,644

小計 244,344

利息及び配当金の受取額 1,241

利息の支払額 △ 41,861

業務活動によるキャッシュ・フロ－ 203,724

2 投資活動によるキャッシュ・フロ－

有形固定資産の取得による支出 △ 148,586

補助金等による収入 302,629

負担金等による収入 20,000

投資活動によるキャッシュ・フロ－ 174,043

令和８年度　本巣市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）　　（消費税抜き）                 　（単位：千円）    



　１　総　括 （単位：千円）

（単位：千円）

手当の内訳
前 年 度 477 9,740 744 360 585 267 1,042

比　　 較 0 562 156 △ 10 66 △ 43 139

区　　 分 管理職手当 期末勤勉手当 扶養手当 児童手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当

本 年 度 477 10,302 900 350 651 224 1,181

比　　　　　　　　較 0 0 90 934 870 1,894 △247 1,647

前 　　　年 　　　度 15 6 180 22,051 13,215 35,446 10,046 45,492

本　　　 年　　　 度 15 6 270 22,985 14,085 37,340 9,799 47,139

給　　与　　費　　明　　細　　書

職　　員　　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

特別職(人) 一般職(人) 報酬 給料 手当 計
区　　　　　　　　分 法定福利費 合　　　　計
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（単位：千円）

区　　　　　　　　分 法定福利費 合　　　　計

手当の内訳
前 年 度 477 9,740 744 360 585 267 1,042

比　　 較 0 562 156 △ 10 66 △ 43 139

区　　 分 管理職手当 期末勤勉手当 扶養手当 児童手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当

本 年 度 477 10,302 900 350 651 224 1,181

比　　　　　　　　較 0 0 90 934 870 1,894 △247 1,647

9,799 47,139

前 　　　年 　　　度 15 6 180 22,051 13,215 35,446 10,046 45,492

職　　員　　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

特別職(人) 一般職(人) 報酬 給料 手当 計

本　　　 年　　　 度 15 6 270 22,985 14,085 37,340



　　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（単位：千円）

区　　　　　　　　分 法定福利費 合　　　　計

手当の内訳

区　　 分 管理職手当 期末勤勉手当 扶養手当 児童手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当

本 年 度 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0

比　　 較 0 0 0 0 0 0 0

0

比　　　　　　　　較 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

前 　　　年 　　　度 0 0 0 0 0 0 0 0

職　　員　　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

特別職(人) 一般職(人) 報酬 給料 手当 計

本　　　 年　　　 度 0 0 0 0 0 0
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　２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

△199

198
156
△10
66

△43
139

　３　給料及び手当の状況
（１）　職員１人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

825

昇給に伴う増加分 308

その他の増減分 △199

制度改正に伴う増減分 364

令和８年　１月　１日現在

令和７年　１月　１日現在

平 均 年 齢 40
平 均 給 料 月 額 298,717
平 均 給 与 月 額 332,103
平 均 年 齢 39

時間外勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職
平 均 給 料 月 額 318,583
平 均 給 与 月 額 361,255

手　　　　　当 870
その他の増減分 506

期末勤勉手当
扶養手当
児童手当
住居手当
通勤手当

区　　　　　分 増　　減　　額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　明 備　　　　　考

給　　　　　料 934

会計間異動による減

給与改定に伴う増減分



（２）　初任給

（３）　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

行　　政　　職

令和８年　１月　１日現在

令和７年　１月　１日現在

職務

２級 １級

部長・次長の職務 参事・課長の職務 主幹・総括課長補佐の 課長補佐・係長の職務 主査の職務 主任の職務 主事の職務

合　　　　計 6 100.0　

区　　　分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級

３　級 0 0.0　

２　級 1 16.6　

１　級 3 50.0　

６　級 1 16.7　

５　級 1 16.7　

４　級 0 0.0　

１　級 2 33.3　

合　　　　計 6 100.0　

７　級 0 0.0　

４　級 0 0.0　

３　級 1 16.7　

２　級 1 16.6　

７　級 0 0.0　

６　級 1 16.7　

５　級 1 16.7　

一般行政職　(円)

高　　　　校　　　　卒 200,300　　 200,300　　

大　　　　学　　　　卒 232,000　　 232,000　　

一　　　般　　　行　　　政　　　職

級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

区　分 一般行政職　(円)

区　分

一般会計の制度
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（４）　昇給

(Ａ)

(Ｂ)

１号

２号

４号

６号

８号

(Ａ)

(Ｂ)

１号

２号

４号

６号

８号

（５）　特殊勤務手当

　給料総額に対する比率　　(％) 0.0　 0.0　

　代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　　　計 一　　般　　行　　政　　職

本

年

度

号給数別内訳

(人) 0　 0　

職　　　員　　　数 (人) 6　 6　

昇給に係る職員数 (人) 6　 6　

(人) 0　 0　

　支給対象職員の比率　　　(％)

　(令和８年１月１日現在)

　支給対象職員１人当たり平均支給月額（円） 0　 0　

(人) 5　 5　

(人) 0　 0　

(人) 0　 0　

前

年

度

号給数別内訳

区　　　　　　　分 全　　　　　職　　　　　種 一　　般　　行　　政　　職

0.0　 0.0　

比　　　　率　　　　　(Ｂ)　／　(Ａ)　　　(％) 100.00 100.00

昇給に係る職員数 (人) 6　 6　

(人) 0　 0　

(人) 1　 1　

比　　　　率　　　　　(Ｂ)　／　(Ａ)　　　(％) 100.00 100.00

職　　　員　　　数 (人) 6　 6　

(人) 0　 0　

(人) 6　 6　

(人) 0　 0　



（６）　期末手当・勤勉手当

※（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員の支給率について外書き

（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当(令和８年１月１日現在）

（８）　その他の手当

（最高月額６万５千円、最多月数６０月加算）

支給率等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

区　　　　　　　分 備　考
支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計 職制上の段階、職務の級等

６月　(月分) １２月　(月分) ( 月　分 ) による加算措置

定年前早期退職特例措置　（２～４５％加算）

退職前役職調整措置

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　　　じ

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　　　じ

（最高月額６万５千円、最多月数６０月加算）

定年前早期退職特例措置　（２～４５％加算）

退職前役職調整措置

その他の加算措置等

区　　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　　異　　の　　内　　容

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

一般会計の制度 (1.225)　2.325 (1.225)　2.325 (2.45)　4.65 有

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度
区　　 分 備　考

　　　　　　(月分) 　　　　　(月分) 　　　　　(月分)　　　　 (月分)

本　　　年　　　度 (1.225)　2.325 (1.225)　2.325 (2.45)　4.65 有

前　　　年　　　度 (1.200)　2.300 (1.200)　2.300 (2.40)　4.60 有
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（単位：円）

1 3

(1) (1)

イ 1,344,209,890 イ 2,497,275,379

ロ 921,000,755

△ 143,301,698 777,699,057 2,497,275,379

ハ 15,695,799,206 2,497,275,379

△ 2,025,278,736 13,670,520,470 4

ニ 1,010,152,605 (1)

△ 590,197,785 419,954,820 イ 407,338,221

ホ 593,732

△ 107,000 486,732 407,338,221

ヘ 9,194,000 (2) 132,109,091

16,222,064,969 (3)

(2) イ 4,117,883

イ 0 4,117,883

0 29,480

(3) 543,594,675

イ 20,000,000 5

20,000,000 (1)

16,242,064,969 イ 398,775,969

△ 147,406,584 251,369,385

2 ロ 2,227,781,370

(1) 530,656,234 △ 531,141,398 1,696,639,972

(2) 24,789,126 ハ 6,187,236,802

(3) △ 2,000,000 22,789,126 △ 734,287,156 5,452,949,646

(4) 0 ニ 0

553,445,360 0 0

16,795,510,329 ホ 3,291,304,845

△ 337,596,680 2,953,708,165

貸 倒 引 当 金 収 益 化 累 計 額

貯 蔵 品 工 事 負 担 金

流 動 資 産 合 計 収 益 化 累 計 額

資 産 合 計 一 般 会 計 繰 入 金

収 益 化 累 計 額

固 定 資 産 合 計 受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

流 動 資 産 国 庫 補 助 金

現 金 預 金 収 益 化 累 計 額

未 収 金 県 補 助 金

電 話 加 入 権 引 当 金 合 計

無形固定資産合計 そ の 他 流 動 負 債

投 資 そ の 他 資 産 流 動 負 債 合 計

投 資 有 価 証 券 繰 延 収 益

投 資 そ の 他 資 産 合 計 長 期 前 受 金

減価償却費累計額 企 業 債 合 計

建 設 仮 勘 定 未 払 金

有形固定資産合計 引 当 金

無 形 固 定 資 産 賞 与 引 当 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

令和８年度　本巣市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和９年３月３１日）　　（消費税抜き）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

土 地

建 物

減価償却費累計額 企 業 債 合 計

構 築 物 固 定 負 債 合 計

減価償却費累計額 流 動 負 債

機 械 及 び 装 置 企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

減価償却費累計額

工具・器具及び備品



（単位：円）

へ 1,305,164,282

△ 179,989,922 1,125,174,360

11,479,841,528

11,479,841,528

14,520,711,582

6

(1)

イ 1,862,559,405

1,862,559,405

1,862,559,405

7

(1)

イ 253,183,779

253,183,779

(2)

イ 72,627,479

ロ 2,000,000

ハ 4,000,000

ニ 80,428,084

159,055,563

412,239,342

2,274,798,747

16,795,510,329

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

受 益 者 負 担 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金
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[ 令和８年度財務諸表に関する注記 ]

Ⅰ.  重要な会計方針
　１．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産　
　　　・減価償却の方法　　        定額法による。　　
　　　・主な耐用年数

   建物 ６～５０年
   構築物 ５０年
   機械及び装置 ６～３０年
   工具、器具及び備品 ５～１５年

　２．引当金の計上方法
　（１）退職給付引当金
　　　岐阜県市町村職員退職手当組合に支払う負担金については、毎事業年度支払う一定の負担金（一般負担金）のみを下水道事業
　　　が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担をすべて一般会計が負担することとしているため、退職
　　　給付引当金は計上していない。
　（２）賞与引当金   
　　　職員の期末勤勉手当及び期末勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、令和８年度末における支給見込み額に基づき、
　　　同年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヵ月分）を計上している。
　（３）貸倒引当金　
　      債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。
　３．消費税及び地方消費税の会計処理
 　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
Ⅱ.　予定貸借対照表等関連
　１．企業債の償還に係る他会計の負担
 　　 貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他
 　　 会計が負担すると見込まれる額は１，６３１，４９０千円である。
Ⅲ.　セグメントの情報の開示
　１．報告セグメントの概要
　　  下水道事業会計は、「特定環境保全公共下水道事業」及び「農業集落排水事業」を報告セグメントとしている。各報告セグメ
      ントの対象に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

特定環境保全
公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業区域におけるし尿、生活雑排水等の処理

農業集落排水事業 農業集落排水事業区域におけるし尿、生活雑排水等の処理



　２.報告セグメントごとの営業収益等

　　　令和８年４月１日～令和９年３月３１日 （単位：千円）　

Ⅳ.　その他
　１．引当金の取崩し
　（１）賞与引当金
 　　令和８年度において、期末勤勉手当（期末勤勉手当に係る法定福利費を含む）を支給するため、賞与引当金５,５３７千円を取崩
 　　すこととしている。
　２．他会計補助金の充当
　（１）収益的収入
　　 下水道事業収益中他会計補助金５１１，９４２千円については、職員給与費（特定収入以外）、企業債利息（特定収入以外）、
　　 減価償却費（特定収入以外）、処理場維持管理費等（特定収入以外）に充当することとしている。
　（２）資本的収入
　　 資本的収入中他会計補助金２３４，５５８千円については、企業債償還金（特定収入以外）に充当することとしている。

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

5,641 142,945 148,586

特別利益 0 0 0

特別損失 182 182 364

他会計繰入金 261,469 485,031 746,500

減価償却費 170,806 433,528 604,334

セグメント資産 5,384,215 11,411,295 16,795,510

セグメント負債 4,846,782 9,673,930 14,520,712

営業損益 △ 220,773 △ 609,852 △ 830,625

経常損益 13,584 7,178 20,762

営業収益 90,293 158,118 248,411

営業費用 311,066 767,970 1,079,036

特定環境保全
公共下水道事業

農業集落排水事業 合　　　計
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（単位：円）

1

254,034,000 26,495,000

422,000 5

14,795,000 269,251,000 (1) 364,000 364,000 △ 364,000

2

12,148,000 26,131,000

379,589,000 38,899,084

89,636,000 0

608,013,000 65,030,084

3,550,000

13,450,000 1,106,386,000

837,135,000

3

512,717,000

426,108,000

63,000

1,017,000

18,341,000 958,246,000

4

47,948,000

46,668,000 94,616,000 863,630,000

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息

(2) 雑 支 出

(3) 受取利息及び配当金

(4) 雑 収 益

(5) 補 助 金

営 業 外 収 益

(1) 他 会 計 補 助 金

(2) 長 期 前 受 金 戻 入

(6) 受 託 工 事 費

営 業 損 失

(4) 減 価 償 却 費 当年度未処分利益剰余金

(5) 資 産 減 耗 費

(2) 処 理 場 維 持 管 理 費 前年度繰越利益剰余金

(3) 総 係 費 その他未処分利益剰余金変動額

営 業 費 用

(1) 管 き ょ 維 持 管 理 費 当 年 度 純 利 益

(2) そ の 他 営 業 収 益 特 別 損 失

(3) 受 託 工 事 収 益 過 年 度 損 益 修 正 損

令和７年度　本巣市下水道事業会計予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）　　（消費税抜き）

営 業 収 益

(1) 下 水 道 使 用 料 経 常 利 益



（単位：円）

1 3

(1) (1)

イ 1,344,209,890 イ 2,841,213,886

ロ 921,000,755

△ 109,174,698 811,826,057 2,841,213,886

ハ 15,553,978,206 2,841,213,886

△ 1,544,293,736 14,009,684,470 4

ニ 1,016,525,605 (1)

△ 501,082,785 515,442,820 イ 417,593,714

ホ 593,732

0 593,732 417,593,714

ヘ 2,700,000 (2) 134,068,877

16,684,456,969 (3)

(2) イ 5,536,332

イ 0 5,536,332

0 29,480

(3) 557,228,403

イ 20,000,000 5

20,000,000 (1)

16,704,456,969 イ 398,775,969

△ 125,359,584 273,416,385

2 ロ 2,227,781,370

(1) 507,083,390 △ 472,311,398 1,755,469,972

(2) 24,020,205 ハ 6,119,165,802

(3) △ 2,000,000 22,020,205 △ 504,261,156 5,614,904,646

(4) 0 ニ 0

529,103,595 0 0

17,233,560,564 ホ 3,056,746,845

△ 267,871,680 2,788,875,165

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

資 産 合 計 一 般 会 計 繰 入 金

収 益 化 累 計 額

貸 倒 引 当 金 収 益 化 累 計 額

貯 蔵 品 工 事 負 担 金

流 動 資 産 合 計 収 益 化 累 計 額

流 動 資 産 国 庫 補 助 金

現 金 預 金 収 益 化 累 計 額

未 収 金 県 補 助 金

投 資 そ の 他 資 産 合 計 長 期 前 受 金

固 定 資 産 合 計 受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

無形固定資産合計 そ の 他 流 動 負 債

投 資 そ の 他 資 産 流 動 負 債 合 計

投 資 有 価 証 券 繰 延 収 益

有形固定資産合計 引 当 金

無 形 固 定 資 産 賞 与 引 当 金

電 話 加 入 権 引 当 金 合 計

減価償却費累計額

工具・器具及び備品

減価償却費累計額 企 業 債 合 計

建 設 仮 勘 定 未 払 金

構 築 物 固 定 負 債 合 計

減価償却費累計額 流 動 負 債

機 械 及 び 装 置 企 業 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

土 地

建 物

減価償却費累計額 企 業 債 合 計

令和７年度　本巣市下水道事業会計予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）　　（消費税抜き）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

固 定 資 産 固 定 負 債
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（単位：円）

へ 1,285,164,282

△ 137,112,922 1,148,051,360

11,580,717,528

11,580,717,528

14,979,159,817

6

(1)

イ 1,862,559,405

1,862,559,405

1,862,559,405

7

(1)

イ 253,183,779

253,183,779

(2)

イ 67,627,479

ロ 2,000,000

ハ 4,000,000

ニ 65,030,084

138,657,563

391,841,342

2,254,400,747

17,233,560,564

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 金

受 益 者 負 担 金

収 益 化 累 計 額

固 有 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金



[ 令和７年度財務諸表に関する注記 ]

Ⅰ.  重要な会計方針
　１．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産　
　　　・減価償却の方法　　        定額法による。　　
　　　・主な耐用年数

   建物 ６～５０年
   構築物 ５０年
   機械及び装置 ６～３０年
   工具、器具及び備品 ５～１５年

　２．引当金の計上方法
　（１）退職給付引当金
　　　岐阜県市町村職員退職手当組合に支払う負担金については、毎事業年度支払う一定の負担金（一般負担金）のみを下水道事業
　　　が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担をすべて一般会計が負担することとしているため、退職
　　　給付引当金は計上していない。
　（２）賞与引当金   
　　　職員の期末勤勉手当及び期末勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、令和７年度末における支給見込み額に基づき、
　　　同年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヵ月分）を計上している。
　（３）貸倒引当金　
　      債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。
　３．消費税及び地方消費税の会計処理
 　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
Ⅱ.　予定貸借対照表等関連
　１．企業債の償還に係る他会計の負担
 　　 貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他
 　　 会計が負担すると見込まれる額は２，１０９，６７０千円である。
Ⅲ.　セグメントの情報の開示
　１．報告セグメントの概要
　　  下水道事業会計は、「特定環境保全公共下水道事業」及び「農業集落排水事業」を報告セグメントとしている。各報告セグメ
      ントの対象に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

特定環境保全
公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業区域におけるし尿、生活雑排水等の処理

農業集落排水事業 農業集落排水事業区域におけるし尿、生活雑排水等の処理

－23－



－24－

　２.報告セグメントごとの営業収益等

　　　令和７年４月１日～令和８年３月３１日 （単位：千円）　

Ⅳ.　その他
　１．引当金の取崩し
　（１）賞与引当金
 　　令和７年度において、期末勤勉手当（期末勤勉手当に係る法定福利費を含む）を支給するため、賞与引当金５，１８４千円を取崩
 　　すこととしている。
　２．他会計補助金の充当
　（１）収益的収入
　　 下水道事業収益中他会計補助金５１２，７１７千円については、職員給与費（特定収入以外）、企業債利息（特定収入以外）、
　　 減価償却費（特定収入以外）、処理場維持管理費等（特定収入以外）に充当することとしている。
　（２）資本的収入
　　 資本的収入中他会計補助金２７２，７８３千円については、企業債償還金（特定収入以外）に充当することとしている。

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

5,636 81,147 86,783

特別利益 0 0 0

特別損失 182 182 364

他会計繰入金 276,469 509,031 785,500

減価償却費 175,259 432,754 608,013

セグメント資産 5,538,072 11,695,489 17,233,561

セグメント負債 5,014,040 9,965,120 14,979,160

営業損益 △ 245,341 △ 591,794 △ 837,135

経常損益 16,501 9,994 26,495

営業収益 93,021 176,230 269,251

営業費用 338,362 768,024 1,106,386

特定環境保全
公共下水道事業

農業集落排水事業 合　　　計



（単位：千円）

金            額

1
下水道事業

収益

1,211,000 1,253,000 △ 42,000

1 営業収益 273,199 294,653 △ 21,454

1
下水道使用

料

272,679 279,436 △ 6,757 1
下水道使用

料

272,679 下水道使用料 272,679

2
その他営業

収益

520 422 98 1 手数料 519 事務手数料 1

審査手数料 518

2 雑収益 1 雑収益 1

4
受託工事収

益

0 14,795 △ 14,795 1
受託工事収

益

0

2 営業外収益 937,801 958,347 △ 20,546

1
他会計補助

金

511,942 512,717 △ 775 1
他会計補助

金

511,942 一般会計補助金 511,942

2
長期前受金

戻入

423,505 426,108 △ 2,603 1
長期前受金

戻入

423,505 受贈財産評価額戻入 22,047

受益者負担金戻入 42,877

国庫補助金戻入 58,830

県費補助金戻入 230,026

一般会計繰入金戻入 69,725

3
消費税及び

地方消費税

還付金

1 1 0 1
消費税及び

地方消費税

還付金

1 消費税及び地方消費税還付金 1

4
受取利息及

び配当金

1,241 63 1,178 1
受取利息及

び配当金

1,241 有価証券利息 1,241

5 雑収益 1,112 1,117 △ 5 1 雑収益 1,112 その他雑収益 1,112

6 補助金 0 18,341 △ 18,341 1 補助金 0

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較

令和８年度本巣市下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　入

節

区            分
説            明

－25－



－26－

（単位：千円）

金            額

1
下水道事業

費用

1,211,000 1,253,000 △ 42,000

1 営業費用 1,120,519 1,149,062 △ 28,543

1
管きょ維持

管理費

3,356 13,340 △ 9,984 1 通信運搬費 188 通信運搬費 188

2 修繕料 216 修繕料 216

3 委託料 2,783 下水道台帳システム更新委託料 2,758

工事積算システム管理委託料 25

4 負担金 169 積算システム経費負担金 169

2
処理場維持

管理費

431,887 417,480 14,407 1 備消品費 11,490 備消品費 11,490

2 通信運搬費 3,221 通信運搬費 3,221

3 燃料費 1,828 自家発電機燃料(軽油) 12

LPガス代 26

灯油代 1,789

ガソリン代 1

4 光熱水費 72,597 電気代 71,650

水道代 947

5 修繕料 32,133 修繕料 32,133

6
使用料及び

賃借料

1,276 下水道監視システム利用料 1,276

7 委託料 308,548 消防設備保守料 725

電気保安保守料 1,914

公共施設廃棄物処理委託料 776

庭園等管理委託料 1,892

処理場維持管理委託料 205,308

汚泥運搬委託料 87,725

汚泥処理委託料 8,840

その他委託料 1,368

8 保険料 241 施設保険料 241

17 印刷製本費 301 印刷製本費 301

支　　　出

節
本年度予定額 前年度予定額 比較 説            明款 項 目

区            分



（単位：千円）

金            額

19 手数料 252 浄化槽法定検査料 252

3 総係費 74,298 91,884 △ 17,586 1 給料 22,985 給料 22,985

2 手当 14,085 通勤手当 224

時間外勤務手当 1,181

期末・勤勉手当 10,302

管理職手当 477

扶養手当 900

児童手当 350

住居手当 651

3
賞与引当金

繰入額

4,119 賞与引当金繰入額 4,119

4 法定福利費 9,799 職員共済組合負担金 7,184

公務災害補償負担金 53

職員共済組合追加負担金 260

恩給条例給付負担金 2

職員退職手当組合負担金 2,300

5 旅費 4 普通旅費 4

6 印刷製本費 404 印刷製本費 404

7 通信運搬費 654 通信運搬費 654

8 委託料 14,361 メーター検針委託料 3,762

固定資産台帳作成業務委託料 1,611

下水道使用料改定計画策定業務 8,218

その他委託料 770

9 手数料 979 口座振替手数料 557

コンビニ収納事務手数料 271

指定金融機関事務取扱手数料 36

振込手数料 88

その他手数料 27

説            明款 項 目 本年度予定額 前年度予定額
節

区            分
比較

－27－



－28－

（単位：千円）

金            額

10 負担金 383 日本下水道協会負担金 79

県土地改良事業団体連合会負担金 284

地域環境資源センター負担金 20

11 報酬 270 報酬 270

13 備消品費 136 備消品費 136

16
貸倒引当金

繰入額

800 貸倒引当金繰入額 800

18 賃借料 5,319 賃借料 5,319

4 減価償却費 604,334 608,013 △ 3,679 1 604,334 建物減価償却費 34,127

構築物減価償却費 480,985

機械及び装置減価償却費 89,115

工具器具及び備品減価償却費 107

5 資産減耗費 6,644 3,550 3,094 1
固定資産除

却費

6,644 機械及び装置除却費 6,644

6 受託工事費 0 14,795 △ 14,795 1 委託料 0

2 工事費 0

2 営業外費用 77,224 87,938 △ 10,714

1 支払利息 41,861 46,632 △ 4,771 1 企業債利息 41,861 企業債利息 41,861

2
消費税及び

地方消費税

12,963 19,418 △ 6,455 1
消費税及び

地方消費税

12,963 消費税及び地方消費税 12,963

3 雑支出 22,400 21,888 512 2
その他雑支

出

22,400 特定収入仮払消費税振替 22,400

3 特別損失 400 400 0

5
過年度損益

修正損

400 400 0 1
過年度損益

修正損

400 過年度損益修正損 400

4 予備費 12,857 15,600 △ 2,743

1 予備費 12,857 15,600 △ 2,743 1 予備費 12,857 予備費 12,857

有形固定資

産減価償却

費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較 説            明

節

区            分



（単位：千円）

金            額

1 資本的収入 386,029 364,099 21,930

1 負担金等 20,000 20,000 0

1
受益者負担

金

20,000 20,000 0 1
受益者負担

金

20,000 受益者負担金 20,000

2
他会計補助

金

234,558 272,783 △ 38,225

1
他会計補助

金

234,558 272,783 △ 38,225 1
他会計補助

金

234,558 他会計補助金 234,558

3 企業債 63,400 34,500 28,900

1 建設改良債 63,400 34,500 28,900 1 下水道債 63,400 下水道債 63,400

5 県補助金 68,071 36,816 31,255

1 県補助金 68,071 36,816 31,255 1 県補助金 68,071 県補助金 68,071

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較

資本的収入及び支出

収　　　入

節

区            分
説            明

－29－



－30－

（単位：千円）

金            額

1 資本的支出 581,010 517,358 63,652

1 建設改良費 163,416 95,433 67,983

1
管路建設改

良費

19,999 19,999 0 1 工事請負費 19,999 管渠築造工事 19,999

2
処理場建設

改良費

143,146 75,174 67,972 10 委託料 10,266 浄化センター実施設計委託 10,266

11 工事請負費 132,880 浄化センター更新工事 132,880

3 営業設備費 271 260 11 1 材料費 271 新規加入分のメーター 271

2
企業債償還

金

417,594 421,925 △ 4,331

1
建設企業債

元金償還金

417,594 421,925 △ 4,331 1
建設企業債

元金償還金

417,594 建設企業債元金償還金 417,594

区            分
比較 説            明

支　　　出

節
款 項 目 本年度予定額 前年度予定額


